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午前９時56分開会

会議に付した案件

○概要説明

農政水産部

１．農水産業におけるカーボンニュートラル

や資源循環の取組

○協議事項

１．県内調査について

２．県外調査について

３．次回委員会について

４．その他

出 席 委 員（11人）

委 員 長 安 田 厚 生

副 委 員 長 松 本 哲 也

委 員 外 山 衛

委 員 日 髙 陽 一

委 員 武 田 浩 一

委 員 日 髙 利 夫

委 員 荒 神 稔

委 員 下 沖 篤 史

委 員 工 藤 隆 久

委 員 岩 切 達 哉

委 員 前屋敷 恵 美

欠 席 委 員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

環境森林部

農 政 水 産 部 長 殿 所 大 明

農政水産部次長
川 畑 敏 彦

（ 総 括 ）

農政水産部次長
柳 田 敬

（ 技 術 担 当 ）

畜 産 局 長 河 野 明 彦

農 村 振 興 局 長 戸 髙 久 吉

水 産 局 長 西 府 稔 也

部参事兼農政企画課長 原 田 大 志

農業普及技術課長 戸 髙 和 也

農 産 園 芸 課 長 白 石 浩 司

畜 産 振 興 課 長 鴨 田 和 広

農 村 整 備 課 長 上 村 一 久

水 産 政 策 課 長 西 田 貴 亮

漁 業 管 理 課 長 安 田 広 志

漁港漁場整備室長 那 須 紘 之

事務局職員出席者

政策調査課主事 原 田 智 史

政策調査課主査 西 尾 明

○安田委員長 それでは、ただいまからカーボ

ンニュートラル推進対策特別委員会を開会いた

します。

初めに、本日の委員会の日程についてであり

ますが、お手元に配付の日程案を御覧ください。

本日は、農水産業におけるカーボンニュート

ラルや資源循環の取組について、農政水産部か

ら説明をいただきます。

その後、委員会の県内調査等について協議し

ていただきたいと思いますが、このように取り

進めてよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

それでは、そのように決定いたします。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前９時57分休憩

午前９時58分再開

令和６年６月21日（金曜日）
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○安田委員長 委員会を再開いたします。

本日は、農政水産部においでいただきました。

執行部の皆様の紹介につきましては、お手元

に配付の配席表に代えさせていただきます。

それでは、執行部からの概要説明をお願いい

たします。

○殿所農政水産部長 皆さん、おはようござい

ます。農政水産部でございます。よろしくお願

いいたします。

それでは、特別委員会資料の２ページ、目次

をお願いいたします。

本日は、農水産業におけるカーボンニュート

ラルと資源循環、２つのテーマの取組について

御説明をいたします。

流れとしましては、まず、このカーボンニュ

ートラル、資源循環に関する背景についてお話

をした後、今年度から３年間重点的に取り組む

グリーン成長プロジェクト、そして、それぞれ

の分野における推進事例について御紹介をした

いと思っております。

私からの説明は以上でございます。よろしく

お願いいたします。

○原田農政企画課長 農政企画課でございます。

特別委員会資料の２ページの目次を御覧くだ

さい。

農水産業におけるカーボンニュートラルや資

源循環の取組について、初めに、私から、Ⅰ背

景と、Ⅱグリーン成長プロジェクト、あわせて、

Ⅲ推進事例の１番目の農業の省エネルギーに関

する取組について御説明をいたします。

３ページを御覧ください。

まず、背景として、温室効果ガスの排出の状

況についてです。

日本の温室効果ガスの排出量は二酸化炭素換

算で、全体で11.5億トン、このうち農林水産分

野は5,084万トンで約４％となっております。

これに対しまして、右側の本県の温室効果ガ

スの排出量は、全体で974万トン、このうち農林

水産分野は178万トンで18％となっており、農林

水産業が盛んな本県では、全国に比べて農林水

産分野の排出量の割合が高くなっております。

なお、農水産業は気候変動等の影響を受けや

すく、地球温暖化に伴う高温により、米が白く

濁ったり、ブドウの着色不良といった品質低下

などが発生しております。

４ページを御覧ください。

燃油、飼料の自給の状況についてでございま

す。

日本のエネルギー自給率は11.3％で、先進国

の中でも低く、畜産の飼料の自給率は、全体で26

％であるなど、海外からの輸入に大きく依存し

ている状況でございます。

また、ウクライナ情勢に伴う不安定な世界情

勢などによる資材の価格高騰や、円安の進行も

相まって、農水産業経営に大きな影響を与えて

おります。

５ページを御覧ください。

そのような中、昨年４月に開催されたＧ７宮

崎農業大臣会合では、食料安全保障の強化をテ

ーマに議論がなされ、今後の農業・食料政策等

の方向性として、資料（ア）から（ウ）にあり

ますとおり、生産性向上と持続可能性の両立な

どについて共通認識が得られたとともに、Ｇ７

各国が取り組むべき行動を要約した宮崎アク

ションが採択され、下段抜粋のとおり、より生

産力が高く、強靱で持続可能な農業・食料シス

テムを達成するための行動指針が示されたとこ

ろでございます。

６ページを御覧ください。

グリーン成長プロジェクトについて御説明い
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たします。

本県が推進するグリーン成長プロジェクトと

して、農水産業分野におきましては、Ｇ７宮崎

農業大臣会合での宮崎アクションの具現化に向

け、３つの視点に沿って、海外資源への過度な

依存からの転換を図り、持続性と生産性の両立

による本県農水産業のさらなる発展、グリーン

成長を目指していきます。

まず、①の持続性の高い農水産業への転換で

は、飼料自給率の向上や化石燃料使用量の低減

など、海外資源に過度に依存せず、環境にも優

しい持続性の高い農水産業への転換を図り、②

の新たなイノベーション等による生産性の向上

では、今後も、担い手が減少していくことが見

込まれる中で、本県農水産業の生産力を持続的

に維持向上させていくため、スマート技術の高

度化・現場実装などに取り組み、③の両立を支

える担い手の確保では、多様な人材の活用に向

けた環境づくりなどに取り組んでいきます。

これらの取組を通じて、より生産力が高く、

強靱で持続可能なみやざき農業の実現を図って

まいります。

７ページを御覧ください。

ここからは、推進事例について御説明いたし

ます。

まず、農業の省エネルギーに関する取組につ

いてです。

ピーマンやマンゴーなど本県の主力品目を栽

培する施設園芸では、ハウスの加温に重油等の

化石燃料を多く使用しているため、左下の、１、

省エネルギーの事例にあるとおり、多段サーモ

といった適正な温度管理等の技術の普及に加え、

ハウスの二重被覆と循環扇による保温や温度む

らの解消、ヒートポンプの導入によるエネルギ

ーコスト低減など、省エネルギーを推進してお

ります。

また、国におきましては、環境と経済の好循

環を目指し、右下の２、Ｊ―クレジット制度の

図にありますとおり、省エネ設備の導入などに

よる二酸化炭素等の排出削減量などを、クレジッ

トとして認証して企業等に売却するＪ―クレ

ジット制度を推進しております。

一方で、Ｊ―クレジット制度は、認証までの

コストとクレジット収益の関係など、農業者に

とってのメリットが分かりにくいというような

こともあり、本県では農業分野での活用がこれ

までないことから、県では、農業分野での制度

活用を促進するため、今年度から施設園芸での

ヒートポンプ導入の取組を対象に、クレジット

認証までをモデル的に支援することとしており

ます。

説明は以上でございます。

○鴨田畜産振興課長 畜産振興課でございます。

８ページをお開きください。

耕畜連携に関する取組であります。

現在の飼料価格は、各国の需給状況や為替相

場等の影響を受け、高止まりが続いており、畜

産農家の経営を圧迫しております。

県としましては、飼料コストや環境負荷の低

減を図り、地域資源循環にも資する取組として、

耕種農家が生産した飼料を畜産農家が利用し、

畜産農家の堆肥を耕種農家の農地に還元するな

どの耕畜連携の取組を一層推進していくことと

しております。

そのため、令和５年度にＪＡグループや市町

村、県等で組織する宮崎県農業再生協議会内に、

耕畜連携推進部会を新たに設置し、下の①～③

の３つの重点プロジェクトに取り組み、畜産農

家と耕種農家等が連携した組織の育成を図ると

ともに、稲わら等の地域未利用資源の利用や粗
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飼料生産の拡大を支援しているところでござい

ます。

取組事例として、２事例を紹介いたします。

左下の事例１は、飼料用米を利用した養豚経

営モデルで、稲作農家が生産・収穫した飼料用

米は飼料メーカー等を通じて加工され、養豚農

家で飼料として給与、そこで生産された堆肥は、

稲作農家の農地へ還元される流れとなっており

ます。

右側の事例２は、耕種農家と飼料作物の収穫

等を受託しますコントラクター組織が連携した

取組で、耕種農家がカンショの裏作でエン麦を

作付けし、その収穫と畜産農家への供給はコン

トラクター組織が担い、畜産農家で生産された

堆肥は耕種農家の農地へ還元される仕組みと

なっております。

次に、９ページをお願いいたします。

畜産バイオマスエネルギーに関する取組であ

ります。

家畜排せつ物は、堆肥化による農地還元を基

本にするとともに、畜産バイオマスエネルギー

としての利用も推進しており、県内では、現在、

鶏ふん燃焼発電施設が３基、牛ふん尿メタン発

酵発電施設が２基の計５基が稼働しております。

県では、畜産バイオマスのさらなる利活用を

図るため、現在、２つの実証試験に取り組んで

おります。

まず、中段の図１は、鶏ふん燃焼発電施設に

おける牛ふんの燃料としての試験です。

現在、県内のブロイラー農家から発生する鶏

ふんのほぼ全量は、燃焼後、電力として、自社

施設内の利用または電力会社へ供給を行い、燃

焼後に残る灰は肥料に加工され、農地へ還元さ

れております。

そのような中、新たな燃料として牛ふんの可

能性を調査するため、これまで国の研究機関等

において燃焼試験を実施し、一定程度、利用可

能との結果を得たところでございます。

今年度は、その結果を踏まえ、実際の鶏ふん

燃焼発電施設での実証調査を行うこととしてお

ります。

次に、下段の図２は、牛ふん尿メタン発酵発

電施設から排出されるメタンバイオ液肥の様々

な作物での実証です。

施設では、牛から排せつされたふん尿を発酵

させる過程において発生するメタンガスを燃料

として発電し、自社施設内の利用または電力会

社へ供給しております。

この発酵過程で生じるメタンバイオ液肥は肥

料成分も多く含んでおりまして、耕種部門でそ

の効果を確認するため、水稲や小麦、カンショ

等、様々な作物での実証調査を関係機関と連携

して行うこととしております。

説明は以上であります。

○安田漁業管理課長 漁業管理課でございます。

10ページを御覧ください。

ブルーカーボンに関する取組でございます。

藻場は、海のゆりかごとも呼ばれますように、

水産資源の育成の場であるほか、海藻に取り込

まれたＣＯ２の一部は分解されにくく、長く海

中にとどまることから、ブルーカーボンとして

注目されております。

そこで、今年度から、ブルーカーボンの創出

などを目的に、本県の代表的な漁港をモデルと

して漁港内に藻場を造成する、漁港・漁場グリ

ーン化事業に取り組んでおります。

得られた成果はガイドラインとして取りまと

め、さらに県内の漁港へ展開を促進するもので

あります。

具体的には、中ほどの写真にあります水産試
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験場で開発した藻場礁を、今年度２漁港、来年

度２漁港に設置しまして、令和８年までに2,112

平方メートルの藻場を造成するものとなります。

右の図を御覧ください。

漁港内における藻場造成のイメージになりま

す。

漁港内は、海藻が育つ冬から春に、漁港外よ

り水温が下がりやすいということから、海藻を

食べる魚が入りにくいという特性があり、これ

を活用し、漁港内に核となる藻場を造成するこ

とで、周辺海域へ継続的に海藻の種が供給され

るようになり、藻場の拡大につながることを期

待するものであります。

下段の図は、日向市平岩港における藻場の変

遷です。

港内において消失を免れた藻場が核となりま

して、漁業者による保全活動と相まって、再び

周辺海域へ拡大した事例であり、この事例を踏

まえた取組となります。

説明は以上でございます。

○上村農村整備課長 農村整備課でございます。

資料の11ページを御覧ください。

農業水利施設を活用した小水力発電に関する

取組でございます。

県としましては、用水路や農業用ダムの農業

水利施設の落差を利用して、水の持つエネルギ

ーを電気エネルギーに変換し、発電時に二酸化

炭素を発生しない、自然環境に優しい小水力発

電への取組を推進しております。現在、県内で

は14施設が稼働中でございます。

なお、発電した電気を売電することにより得

た収益を、用水路の維持補修や集落活動に活用

することで、維持管理費の軽減や農村の活性化

にも貢献しております。

四角囲みの下、発電模式図を御覧ください。

小水力発電は、落差による水圧と流速による、

水の持つエネルギーで水車を回すことにより、

電気エネルギーを生み出す仕組みになっており

ます。

右側写真を御覧ください。

日之影町にあります、大日止昴小水力発電所

です。

青い点線の所に用水路があり、この用水路を

流れてくる水を活用し、落差85.2メートルのと

ころに発電所を設け、管路の中を流れ落ちる水

を利用し発電しております。

最大出力は49.9キロワット、使用水量は毎

秒0.18立方メートルとなっており、平成29年11

月から運転を開始し、発電した電気、全量を売

電しております。

売電による収益は、左側写真にありますとお

り、用水路の維持補修や、地元の伝統芸能であ

る大人歌舞伎の運営など集落活動にも活用され、

農村の活性化に貢献しております。

説明は以上でございます。

○安田委員長 ありがとうございます。

執行部の説明が終わりました。

御意見、御質疑がありましたら、御発言をお

願いいたします。

○日髙利夫委員 確認をしておきたいんですが、

今回はカーボンニュートラルと資源循環という

ことで表題が記されております。

中を見てみると、カーボンニュートラル関係

があるのか分からないページがあります。畜産

の分野から、メタンガスの話ということであれ

ば、カーボンニュートラルということで分かる

のですが、例えば、４ページの右側の粗飼料の

を見ると、粗飼料の輸入78％や、濃厚飼料の輸

入87％をカーボンニュートラル推進対策特別委

員会として考えるときに、どのような関連性が
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あるのかがはっきりしないなと思いました。「カ

ーボンニュートラルや資源循環の取組」という

ことで、これを一緒に考えているということな

のか、別々に考えてもいいということなのか、

その入り口がはっきり分かりませんでした。

○原田農政企画課長 資料が分かりにくくて申

し訳ございません。

本日の特別委員会のテーマとして、今、委員

のほうからもお話がありましたとおり、農水産

業分野におけるカーボンニュートラルの取組と

資源循環の取組、２つのテーマがございます。

海外資源からの過度な依存から脱却して、地域

資源を有効活用するという観点は、２つのテー

マについて関連する部分もあるということで、

まとめて資料を作成しております。

内容によりましては、カーボンニュートラル

の話や資源循環、あるいはその双方に関係する

ものが混ざっております。

１ページずつちょっと御説明させていただき

ますと、まず、３ページの温室効果ガスの排出

の状況、これにつきましては、カーボンニュー

トラルの取組の背景でございます。

４ページの燃油、飼料の自給の状況につきま

しては、海外資源からの過度な依存からの脱却

というところで、資源循環の取組の背景でござ

います。

続きまして、５ページのＧ７宮崎農業大臣会

合につきましては、農業の持続性を高めるとい

うことで、カーボンニュートラルの取組、資源

循環の取組、双方について議論されたところで

ございます。

続きまして、６ページのグリーン成長プロジェ

クトは、Ｇ７宮崎農業大臣会合を受けて、それ

を具現化するためのプロジェクトですので、カ

ーボンニュートラルと資源循環の取組、双方が

含まれております。

次に、７ページ、農業の省エネルギーに関す

る取組につきましては、カーボンニュートラル

に関する取組でございます。

８ページの耕畜連携に関する取組については

地域資源の有効活用ということで、資源循環の

取組でございます。

そして、９ページ、畜産バイオマスエネルギ

ーに関する取組につきましては、地域資源の有

効活用という観点では、資源循環の取組でもあ

りますし、また、再生可能エネルギーの活用と

いうことであれば、カーボンニュートラルにも

資する取組でございます。

次に、10ページ、ブルーカーボンに関する取

組につきましては、カーボンニュートラルの取

組でございます。

11ページ、農業水利施設を活用した小水力発

電に関する取組、こちらは再生可能エネルギー

ということで、資源循環の取組でもありますし、

また、カーボンニュートラルに資するというこ

とでございます。

以上でございます。

○日髙利夫委員 分かりました。ありがとうご

ざいます。

では、最初の部分ですが、３ページに全国と

宮崎県の温室効果ガスの排出状況がありますが、

農林水産分野全体がここに出ていますが、農業

以外でどれだけの残りがあるかは持っておられ

るのでしょうか。

○原田農政企画課長 農林水産業分野が178万ト

ンで、全体が974万トンですので、農林水産業分

野以外では796万トンということになります。

○日髙利夫委員 それの内訳は分からないので

しょうか。工業分野が一番多いとかは分かりま

すか。
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○原田農政企画課長 部門については、産業部

門、業務部門、家庭部門、運輸部門といった部

門に分かれているんですけれども、工業や製造

業といった分野については、資料を持ち合わせ

ておりません。

○外山委員 いまだに分からないのですが、３

ページのガス排出量で日本が11.5億トンで、こ

のうち農林水産分野が5,084万トン、本県が974

万トンなど数字がでていますが、何を基にこの

ような数字が出ているのか分かりますか。国の

発表やニュースでもよく出ますが、いまだにこ

の数字がよく分からないです。これは、どのよ

うに算出していて、この11.5億トンというのは

どのように理解したらいいのでしょうか。

○原田農政企画課長 大変申し訳ございません。

こちらの資料につきましては、国のホームペー

ジと、環境森林部から情報を頂いた資料でござ

いまして、その積算の方法については承知して

おりません。誠に申し訳ございません。

○外山委員 分からないですよね。皆さんも分

からない、我々はもっと分かりません。世界的

にも数字示していくようになっています。重さ

なら、ガソリン10リッター、鉄が１トンなどで

あれば想像できるのですが。

○原田農政企画課長 委員の御懸念は私もよく

分かります。１つずつの、様々な実績に応じた

積上げをして、それを最終的にＣＯ２に換算し

た結果ということであれば、非常に分かりやす

いと思うのですけれども、恐らくですが、推計

なども入っていて、その推計のやり方というの

が、標準であれば、この取組であれば、このぐ

らいのガスが発生するだろうというようなこと

でされているのではないか思います。その係数

につきましては、世界的な基準だったり、日本

の基準だったりであると思います。

○外山委員 時々ニュースなんかで、企業が、

排出量削減すると、それをお金に換算して、売

る売らないといった話もありました。その仕組

みなども分かりません。

○日髙利夫委員 外山委員の言われるとおりで、

億トンというのをどのように考えたらいいのか。

環境森林部とも話をしていただきたいです。例

えば、それが分からないと、このカーボンニュ

ートラルの意味さえ一般の県民は分からないと

思います。私たちがそれを説明するときに、10

億トンとか言われて、説明するときに、そのこ

とを分からないで話しているのかとなるわけで

すよね。

例えば、宮崎県内に車が何万台あって、この

車が１年間に１回も動かなかったら何億トンの

削減効果があるといった、身近なところを例題

として、県として持っていてほしいです。もし

かしたらパンフレットなどを見ると出ているの

かもしれませんよ。

森林の関係は計算の仕方が出ていると思うの

ですが、実生活ではどうなのかということを言

われたときに説明ができない。さっき言った、

自動車などでいいから、一般の生活の中で考え

たらこういうイメージなんですよというのを、

県として何かまとめてもらいたいと思います。

○原田農政企画課長 特別委員会で、委員の皆

さんから、簡単で分かりやすい排出量の求め方

というのを、分かりやすく県民に周知するとい

うことを言われたということで、環境森林部の

ほうに伝えていきたいと思います。

○日髙利夫委員 ぜひ、お願いします。

○武田委員 各論に入りたいと思います。

７ページの農業の省エネルギーに関する取組

ですが、話を聞いていると、省エネルギーにす

ることによって、使う量が減ってくれば、農家
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の方は低減されるんだと思うんですけれど、こ

の投資と、多段サーモのコントローラーとか二

重被覆、ヒートポンプといった投資を一通りし

た場合に、その投資分がどれくらいで取れるの

か。結局、高くなると利益がなくなってしまう

ので、農業部門は相場が、そのときで価格の変

動があるので大変だと思います。これだけを見

ると、農家の方の経営、経費が低減されるので

はないかと見えます。実際としては投資もある

ので、国や県の補助金まで考えてしまうと、そ

の投資が見合うのかもしれませんが、今後ずっ

とやっていく上では、当初の補助金等がずっと

あればいいんですけれど、本来であれば補助金

を入れずに経営が成り立つようなやり方で、省

エネが達成できれば一番いいと思います。その

あたりについてどのように考えていらっしゃる

のでしょうか。

○白石農産園芸課長 ７ページの①から③まで、

資材の事例をお示ししておりますが、それぞれ

についての費用対効果の数字が手元にございま

せん。考え方といたしましては、例えば、多段

サーモにつきましては、変温管理を、通常、昼

・夜・早朝・夕方の４段階の４段サーモという

のが一般的な機械でございますが、それを８段

階に細かくして変温管理をする機械でございま

す。これは通常約８万円のものが17万円ぐらい

と、少し高くなるというようなことでございま

す。

これを導入することによって、一定程度の省

エネになるということと、あわせて、明け方の

結露を防いで劣化を防ぐなど、そういう副次効

果もございます。これは、ここに書いています

とおり、温度管理のための暖房機コントローラ

ーと合わせて、施設園芸のハウスの中の環境を

どのようにコントロールしていくかということ

をセットで考えております。②の被覆資材も同

様でございまして、二重被覆は100万程度かかり

ますが、これは少し高機能なもので、除湿機能

があるもの、採光性が高いもの、そういったも

のの組合せで考えており、①と②については、

今後の施設園芸を考える中では、標準的に導入

したほうがよいと、我々は考えております。

それから、③のヒートポンプにつきましては、

導入コストが１台160万円程度で、エネルギーの

高騰がある前は電気代に振り向けることでメ

リットが出ていたんですけれども、近年、電気

量が上がっておりますので、ここは少し、品目

によっては合う合わないが出てまいります。

例えば、胡蝶蘭等では除湿効果や冷房効果な

どを狙って導入が進んでおります。

一方で、ピーマン、キュウリについては、経

営の考え方にもよりますけれども、なかなかペ

イできない部分もあろうかと思います。そこは

品目や夜温の設定など、そのあたりを見ながら

推進をしてまいりたいと考えております。

○武田委員 ありがとうございます。

実際に、農家の方々がこれをすることによっ

て魅力があるということがないといけないとい

うことと、商品を売るときに、このような省エ

ネで作っているということをアピールしていた

だくと、付加価値がつくような形になると思い

ますので、県を挙げてやっていただかないとい

けないなと思います。

それで、このＪ―クレジット制度について、

環境森林部にも何回か話をお聞きしました。先

ほどから言うように、どれくらい省エネするこ

とによって削減できたものを売るというのが、

現状としては、今はほとんどないということだっ

たので、今後、そこをしっかりと取り組んでい

くということですが、県として、そのＪ―クレ
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ジットを販売できるような、農業分野で吸収率

が高くなった分を企業に売るということを、先

ほどの皆さんの話を聞いていると、そこまでで

きるのかなというイメージがあるのですが、実

際、今年度、そういうところに取り組んでいっ

て、来年度、再来年度には、実績ができるよう

な状態なのでしょうか。

○原田農政企画課長 農業分野でのＪ―クレ

ジット制度の活用につきましては、先ほど御説

明したとおり、まだ１件も本県の中ではない状

況です。それについて、Ｊ―クレジット制度自

体のメリットが農業者に伝わっていないという

ところもございます。まずは周知から始めると

いうことが大事だと思いますし、さらにＪ―ク

レジット制度を導入することで、農家に係る、

それに対する労力やリターン、クレジットの売

却が見合うかどうか、あるいはクレジットへの

売却のほうが多いかどうかというところが明ら

かにならないと、なかなか踏み出すことは難し

いかと思います。

それで、先ほど御説明しましたけれども、今

年度から新規事業といたしまして、モデル的に

県内のピーマン農家で、既にヒートポンプの導

入をしている農家を対象に、まずはＪクレジッ

ト制度自体の説明から入り、収益の見える化、

労力の見える化というものをして、それで見合

うということであれば、そこを対象に、モデル

的にクレジットの認証、取引までを３年かけて

行っていこうと考えております。

今の想定では、ピーマン農家20戸程度を想定

しておりまして、１農家30アールぐらいの経営

規模を想定しています。１戸当たり30アールと

したときに、ヒートポンプの導入によって、従

来の重油による加温と比べて、二酸化炭素の排

出量として年間で30トン程度削減できる見込み

であります。

カーボンクレジットにつきましては、現在、

相対取引が中心で、幾らで買っているかという

のは当事者同士しか分からないのですが、仲介

している業者等に聞きますと、１トン当たり数

千円から１万円程度、もともとの由来、それが

省エネなのか、菜園なのか、森林なのかという

ところで違いますけれども、そのぐらいの取引

がされているということです。

事業で想定しているところとしましては、１

トン当たり2,000円から3,000円ぐらいで販売を

見込んで考えております。仮に2,000円だと、10

アール当たり約２万円ということになりまして、

１戸当たり30アールですと、年間約６万円とい

うことになります。クレジットの認証期間は最

大で８年間ですので、８年間で約50万円という

ことになります。

○武田委員 分かりました。難しいですよね、

トン当たり2,000円で、２万円とか６万円の規模、

それに資料を作ったり、相手と交渉したりする

段取りを県やＪＡさんなどが入ってしてくれる

のであればいいでしょうけれども、自分でそれ

をするとなると物すごく手間がかかって、そん

なことをやっている場合じゃないというのが現

状だと思うのですよね。

だから、Ｊ―クレジット制度というのを初め

て聞いたときには、なかなかいい制度だな感じ

ました。とにかくカーボンニュートラル推進す

るためには、それしかないのかなという思いも

あります。本当は各企業・団体が排出量を下げ

ていくことが必要なのでしょうが、下げ切らな

いことから、ほかが下げた分を買い取りますよ

という制度です。形上はプラマイゼロだけど、

企業はもう、それから先は減らせないというこ

とですから。
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だから、本来は駄目なのでしょうが、農家や

林業家の方々が、収入を得られて再造林したり、

省エネに力が入って、そのような機械を買うの

に使えるという、うまい循環ができればいいと

思うのですが、３年後に取りあえず何農家かが

このＪ―クレジットで契約できたとして、それ

が広がっていくのか、続いていくのかというと

ころを、国や県が担うところじゃないかと思っ

ています。

○原田農政企画課長 委員の御懸念も、そのと

おりだと思います。

Ｊ―クレジット制度を、確かに、制度の理念

と目的というのは非常にすばらしいものがある

んですけれども、それを実際に事業者が単独で

やっていくとなると、手間もかかりますし、費

用もかかってきます。

Ｊ―クレジット制度につきましては、そういっ

た、事業者が単独で申請する方法もありますし、

また、複数事業者が共同でプロジェクトを組ん

で行うこともできます。

今回につきましては、農家につきまして20戸

程度、共同で申請をして、共同でクレジットを

取ると、取得するというようなことを考えてお

ります。そのことにより、係る労力、あと経費

というのが全体に分配されて低くなるというこ

ともありますし、また、そのプロジェクトにつ

きましては、後からほかの農家も加入すること

ができるということですので、まずはそこで始

めて、その取組に加入するメンバーというのを

増やしていくということで広げていきたいと考

えております。

○武田委員 分かりました。しっかりと結果を

出していただきたいなと思います。

○荒神委員 11ページです。我々の中山間地域

には大変役に立つ取組なんですが、中山間地の

小水力発電は、今、水利の管理もままならない、

高齢化が進む中で、県内に14か所あるという内

容で、日之影町の事例を教えていただきました。

この内容をもうちょっと具体的に、どのような

経緯なのか、どのような手続で運営関係である

のかを教えてもらえますか。

○上村農村整備課長 日之影町にあります大日

止昴小水力発電所について、概要を御説明いた

します。

地域のでは、用水路の管理にも苦労しており

ましたし、地域活性化を目的に何か取り組めな

いかというものが課題であったということで、

その中で、地域資源を活用した再エネに取り組

んで、先人たちが切り開いた田畑を守っていく

という機運が盛り上がってきたようです。

そういった話合いが約２年ほど続けられまし

て、出前講座や先進地の視察ということをする

中で、大分県別府市で、発電の農業協同組合を

設立されたということをヒントにされたようで

す。この地域では、大日止発電農業協同組合と

いうことで、発電事業を目的とした組合が設立

されたというものです。

農業用水路については、大日止水利組合とい

うものがございますので、その発電で得た益を

地域の大日止用水組合のほうに寄附し、その寄

附を用いて、維持管理の費用に充てているとい

うものでございます。

建設に当たっては、約9,600万ほど建設事業費

がかかっておりますが、そのうち県費の県単事

業を活用して、県単では、910万ほど助成をして、

残りについては銀行からの借入れということの

ようでございます。

○荒神委員 9,600万でできるのですか。また詳

細は後で聞きますけれども、その14か所という

のは、どこなのでしょう。
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○上村農村整備課長 まず、14か所については、

農業用水路を活用したものが10か所、農業用ダ

ムに附帯するものが４か所ということになりま

す。

○荒神委員 場所が分かるものがなければ、後

で資料でもいいですよ。

○上村農村整備課長 まとめたものがございま

すので、後ほどでよろしいでしょうか。大体、

県北地域に多く存在するということになってお

ります。

○荒神委員 この水路を使う場合は、水利権な

どが発生するわけですが、その辺の申請や流れ

はどういう形で進んでいくのですか。

○上村農村整備課長 おっしゃるとおり、水利

権については、河川法の手続というのが必要に

なってまいります。

まず、農業用水路で使う用水については、か

んがい目的で水利権を取得します。今回の小水

力発電については、小水力発電用として別の水

利権になります。

これまでなかなか導入が進まなかったのは、

そういった水利権、河川協議に時間を要したり、

手続が面倒ということがございましたけれども、

平成25年に河川法が見直しをされて、かんがい

に伴うものを、従属であれば登録制でよいとい

うことで、手続の短縮であったり、申請書類の

簡素化が図られて、導入が促進をされていると

いうところでございます。

○荒神委員 今後もそういう申請があるという

地域があったとすれば、そういう手続は簡素化

されているという受け取りでいいんですね。そ

こを確かめて終わります。

○上村農村整備課長 河川法の手続については、

先ほどお話ししましたとおりですが、地域につ

いては、地元の合意、建設に伴う地元負担であっ

たり、地域住民への方の発電所が設けられるこ

とによる地域への影響、モーターが回ることで

の振動、騒音であったりなどということの地域

住民の方の理解も必要だと考えております。

○岩切委員 藻場の報告があるのですが、この

カーボンニュートラルに向けて、ＣＯ２等の固

定化といい、環境基本計画では、森林がそこの

中心になるけれども、藻場もそこに参加する。

一応、お尋ねしたいのは、その作物です。これ

はＣＯ２の固定化という枠の中では計算に挙げ

られていないのかを確認したいのですが、どな

たか御存じであれば。

○原田農政企画課長 非常に細かく見ていけば、

当然、何らかの効果はあると思います。土壌の

中に炭を吸い込んで、炭素を固定化するという

ような方法はありますが、通常作っている作物

そのものがどのくらいの二酸化炭素の固定量が

あるかということについては、申し訳ございま

せん、承知していないところでございます。

○岩切委員 森林は何十年というスパンで固定

化を継続するので、吸収量というのが計算され

るのだろうと思うのですが、作物は１年サイク

ルぐらいで消費されていくので、吸収、固定化、

二酸化炭素等の排出という流れで計算に入れら

れていないのかなと思ったものですから、その

あたりの仕組みが分かればありがたいなと思っ

ております。

もう一つ、環境基本計画などで、県のいろい

ろな数字が出ているのですが、その計画の後に、

国で農業の法改正を行われました。この法律改

正の議論の中で、カーボンニュートラルという

問題がどのように取り上げられているか、もし

御存じであれば、お聞かせいただければありが

たいのですが。

○原田農政企画課長 食料・農業・農村基本法
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の改正におきまして、メインとなるのは食料安

全保障の確保ということが新たに定義され、ま

た、食料の適正な価格形成の仕組みづくりを進

めるということが、法律に規定をされたという

ことでございます。

また、それと併せまして、従来はなかった環

境に調和した農業を進めていくということが新

たに項目立てされ、基本理念として設定されて

いるところでございます。当然、今後、その基

本法を基に基本計画あるいはその他事業等でカ

ーボンニュートラルを進めていかれると考えて

おります。

○岩切委員 基本法の改正で、そういう方向に

なれば、宮崎アクションといいますか、本県農

水産業のさらなる発展という、６ページのほう

にいろいろある、ＣＯ２削減の具体策、これに

対して、一定程度推進をしていく、応援してい

くというお金の流れが発生すると理解しとって

よろしいでしょうか。

○原田農政企画課長 食料・農業・農村基本法

の改正につきましては、当然、本県で開催され

ました、Ｇ７宮崎農業大臣会合での議論も踏ま

えております。

農業の生産性と持続性、それを両立すること

で、農業をさらなる成長させていこうというよ

うな考えでございます。宮崎アクションの具現

化に向けて、グリーン成長プロジェクトを本県

に取り組んでおりますけれども、当然、そういっ

た本県取組というものを基本法なり、基本計画

なり、国の施策で後押しをしていってくれるも

のと期待をしているところでございます。

○岩切委員 分かりました。ありがとうござい

ます。

○日髙陽一委員 一つだけちょっと質問させて

いただきたいんですけれども、畜産バイオマス

エネルギーに関する取組なんですが、この要件

に関しては大体使われているということなんで

すけれども、今、畜産農家の方で牛ふんの処理

に困っているという方もいらっしゃると思うの

ですが、大体どれぐらいの割合の牛ふん、尿が

ここでは使用されているんでしょうか。数年前

から実験はされていると思うんですけれども。

○鴨田畜産振興課長 今まで国の研究機関等で

混合割合、鶏ふんと牛ふんを混ぜる割合を試験

してまいりましたが、今まで得られた研究成果

としては、大体３割から４割ぐらいは混ぜられ

るのではないかと。ただし、いろいろ課題もご

ざいまして、鶏ふんの場合は、ブロイラーで鶏

ふんを出すときというのは、まず鶏ふんの量自

体が少ないというのと、おがくずとかがありま

して、搬出するときに水分が物すごく低い、要

は、燃えやすい状態だと。ただ、牛ふんについ

ては、水分量も非常に多いので、割合的には３

割から４割は混合可能だということなんですけ

れども、もし、牛ふんでこの取組を進めていこ

うとすると、水分量を50％以下ぐらいには落と

さないといけないだろうという話が一つありま

す。

ブロイラーの場合、本県では、ほとんど焼却

という、鶏ふんの燃焼という形で電力に変換し

ているのですが、牛の場合は、実際にこの試験

をやるときに、例えば、こういう、燃やすこと

に対して、燃焼のほうでやってみますかという

のを、肉用牛の大型法人さんを中心に、事前に

アンケート調査をしたのですけれども、その中

でも、一定程度の処理料を払ってもお願いした

いという方々が一部いらっしゃいました。ブロ

イラーの場合は、インテグレーションの中で、

例えばですけれど、ＪＡ系統ですと、くみあい

チキンフーズさんがあって、その系列の中で、
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輸送体制などが全部出来上がっていますが、こ

れをもし牛でやろうとすると、燃焼施設に個別

の農家さんがばらばら持っていくのも非常に非

効率ですので、どういう輸送体制をつくるかと

か、地域にＪＡや市町村が主体となった堆肥セ

ンターがございますけれども、そういうところ

を一時的なストックポイントだったり、水分調

整をするところとして利用できないか、様々な

観点から、燃やすことが仮に可能だったとして

も、その先の流通ルートや輸送ルート、水分調

整といった部分を課題解決していく必要がある

と考えています。

○日髙陽一委員 堆肥なんかも20年、30年前は

すごく堆肥をまいていた記憶があるんですけれ

ど、今の堆肥は畜産農家の方が工夫されて、さ

らさらの堆肥があると思いますが、そういうの

も利用というのはどうなんでしょうか。

○鴨田畜産振興課長 御指摘のとおり、当時、

家畜排泄物法というのが、平成※14年頃だったと

思いますが、そのときに施行されて、いわゆる

一定規模の方々については、家畜排泄物を適正

に管理をしましょう、もしくは堆肥化して利用

しましょうと取組が加速化したところです。

現在、年間で試算しますと、本県で400万トン

程度の家畜排泄物が発生をしますが、その中の

７割程度は堆肥化という形で、品質の差はもし

かしたらあるかもしれませんけれども、堆肥化

で利用されてございます。

それと、今回お示ししておりますバイオマス

エネルギーが大体７％程度、その７％程度の大

半はブロイラーというです。

すみません、１点訂正させてください。

家畜排泄物法の施行は、「16年」でした。訂正

させていただきます。

○日髙陽一委員 農業分野があって、全体的に

いうと、日本の自給率は11.3％しかないという

中で、例えば、台湾有事があった場合には、タ

ンカーが通ってこなくなると、日本はもう３か

月もたないんじゃないかという話もある中で、

こういう取組をしっかりと進めていただきたい

と思いますので、どうぞよろしくお願いいたし

ます。

○工藤委員 今後、Ｚ世代が世界の消費の主流

になってくる中で、もう牛は食べないのではな

いかという話も出ています。ＣＯ２対策をやっ

ているというところは、Ｚ世代に響くと思いま

す。ＣＯ２ゼロ牛みたいな形で商標登録という

ようなことをしていくことによって、Ｚ世代の

方にも牛を食べてもらうと、しっかり県に主導

していただいて、ゼロカーボン牛みたいな感じ

で売っていただければなと思っております。

それとは別に、ブルーカーボンで、磯焼けが、

今、全国的に多い中で、この藻場を作ったとし

て、磯焼けにはならないのでしょうか。

○安田漁業管理課長 今、委員がおっしゃられ

ました、磯焼けですが、本県でも非常に問題に

なっていて、県内の各地で漁業者の活動グルー

プが藻場の保全活動をやっているところです。

場所によっては、取組の効果が出ていまして、

藻場が拡大しているというところもございます。

県としましては、そういった活動の支援とい

うところで、磯焼け状態を少しでも解消してい

くということに取り組んでいきたいと思ってい

ます。

○工藤委員 磯焼けの原因が、透明度が低かっ

たりとか、農村の化学肥料が流れてきているだ

とか、いろいろあると思うのですが、最終が漁

港になると思うのですが、植林を含めて再造林、

あと、有機農業とか化学肥料を減らすとか、最

※このページ左段に訂正発言あり
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終的に藻場になってくると思いますので、立体

的に、流れ的にやっていただければなと思いま

す。今後ともよろしくお願いいたします。

○安田漁業管理課長 藻場と磯焼けの直接の原

因としましては、海藻を食べる動物ということ

で、漁業者の保全グループに関しましても、基

本的に行っているのがウニ駆除ということで、

海藻の芽を食べてしまうような生き物の駆除と

いうのが一つあります。

そして、一番厄介なのが、海藻を食べる魚が

いまして、今、なかなか大型海藻の藻場が復活

できない、一番大きな原因としては、そういう

海藻を食べる魚の対策が追いつかないというと

ころもあります。

委員がおっしゃられますように、その他海洋

環境というところも関係はあると思いますので、

ほかの部署とも連携しながらやっていきたいと

思います。

○前屋敷委員 今日はありがとうございます。

本当に、今、環境問題はもう待ったなしとい

う状況になっているので、どこの部門からもそ

の対策は取っていく必要があろうかと思います。

やはりその根本は、いかにＣＯ２を出さない

かというところの対策をまず考えつつ、対応も

進めていくということなのだと思います。今、

御説明もいただきましたが、畜産のバイオマス

エネルギーに関連してなのですが、これは畜産

バイオマス発電ができるということと、それか

ら資源の循環であるということ、環境問題も一

定の解決が図られるというような取組になるの

ではないかと思うのですよね。

それぞれ鶏ふんであったり、牛ふんであった

り、臭いの問題もいろいろなところからお話を

聞いたりするのも含めて、今、実際に県内では

合わせて５基が稼働しているということで、設

備的にも技術的にも大変な課題があろうかと思

うのですけれど、５基が稼働をしている状況と

してはどうかということと、これが企業だけに

任されたものなのか、そこに国や県などの支援

が入るものなのか、今後、どのように進めれば、

いろいろな対策になるのかというところについ

て、県の考えを聞かせていただければと思いま

す。

○鴨田畜産振興課長 今、委員からお話があり

ましたが、この畜産バイオマスエネルギーに関

しましては、第８次農業・農村振興長期計画の

中でも、やはり資源循環という部分も含めて、

大きな柱として位置づけておりますし、その８

次長計の畜産版のアクションプランというのが

あります。みやざき畜産共創プランというのが

ありますが、その中でも、今、御指摘の取組と

いうのは非常に大きいと思いまして、大きな柱

建てをまずしております。

それと、御質問のこの５基につきましては、

まず、鶏ふん燃焼発電施設、これは３基と書い

ていますが、これは２社で３基でございまして、

１社が２基所有をされております。２社で３基

なんですが、いずれの部分につきましても、そ

の３基を整備する際には、国の支援等を、国庫

補助ですがお願いをして、そのサポートを一部、

県でも支援をさせていただいております。

それと、牛ふん尿メタン発電発酵施設、これ

については酪農の施設でして、１つは、観光牧

場をされている施設なんですけれども、ここに

つきまして、今、御指摘のあったように、やは

り多くのお客様が来られるということもあって、

臭気対策として取り組むということと、ここの

図の２で書いています、そこで出来上がりまし

た液肥についても広大な装置、いわゆる放牧地

的な装置がありますので、そこに還元をすると



- 15 -

令和６年６月21日（金曜日）

いうやり方で、これも国の事業を活用していた

だいています。

それともう一点も酪農の案件で、ちょうどこ

の図２に示しました写真の部分については自己

資金で対応されたところです。ただ、この発電

の施設については自己資金なんですけれども、

この酪農家さん自体は経産牛、搾乳する乳牛が

大体250頭規模で、県内でも非常に大きな規模な

んですけれども、その牛舎等の整備に関しては、

国の事業を活用されておりますので、その点に

ついても、県で様々な支援をさせていただいた

ところでございます。

○前屋敷委員 規模としても一定のものがない

と、農家さんだけの取組ではなかなか進まない

と思うのですけれど、そのあたりのところはもっ

と広げていくとか、大きな企業であれば企業と

タイアップして県が一緒にやるというのはある

と思うのですが、個々の農家さんとの関係で広

げようというような取組はされないのですか。

○鴨田畜産振興課長 この図の２の例は、酪農

と申し上げましたが、今、１つの農家さんの事

例として、出口にありますように、様々な耕種

作物で実証等もしていこうという流れなのです

けれども、その農家さんがいらっしゃる町では、

この畜産のバイオマスを積極的に使っていく流

れをつくっていこうという動きを今されており

ますので、地元の振興局や普及センター等も、

その協議会の活動等、今、どういう取組をして

いくかという部分について、一緒になって検討

しているところでございます。

○前屋敷委員 はい、分かりました。また、よ

ろしくお願いします。

○下沖委員 御説明ありがとうございました。

農政水産部のカーボンニュートラルというこ

となのですけれど、これ、みどりの食料システ

ムも絡んでいると思うのですが、そこ辺はどう

ですかね。

○原田農政企画課長 国のみどりの食料システ

ム戦略で、農林水産業の分野において、ＣＯ２

の削減であったりとか、そのような目標を掲げ

て、省エネや環境保全の個別の指標を国でも掲

げております。

農政水産部としましても、こういった国の中

長期的な目標というのを意識した上で、グリー

ン成長プロジェクトの各指標も決めております。

国のみどりの食料システム戦略に沿った形で、

本県も取り組んでいきたいと考えております。

○下沖委員 農政水産を含めて、直接・間接的

なカーボンニュートラルがあると思いますので、

これは、今、直接的な部分が多かったのですけ

れど、間接的な流通・消費などの部分とかも、

みどりの食料システムの中に入っているので、

農政水産部として、今回、資料として欲しかっ

たなと思いました。農業分野でいろいろ、カー

ボンニュートラルもしくは持続可能な取組を進

めていかないといけない中で、そこの指標もあ

ればよかったなと思ったので、今後、お願いし

たいと思います。

○岩切委員 同じようなお話、質問になってし

まうかもしれません。

３ページのほうに、2020年に農林水産分野

で178万トン、宮崎県の排出量の中での18％だと

いう表現があります。

今回、農業分野でのいろんな対策をお聞かせ

いただいたんですが、目標値が2050年に334万ト

ンという数字に、974万トンがなっていくという

目標で計画が作られているのですが、今回のお

話いただいた中身など、農業分野での対策で、

何万トン減らすとか、何％減らすというような

ものは、個別で具体的に立っていらっしゃるん
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ですかね。

○原田農政企画課長 農政水産部単独でカーボ

ンニュートラルの目標というのは立てていない

んですけれども、県全体としましては、委員の

ほうからお話がありましたとおり、産業、運輸、

家庭部門等を含めまして、全体で令和12年まで

に50％減、令和32年までに排出量と吸収量を均

衡させるという目標を掲げております。

また、先ほども御説明しました、国のみどり

の食糧システム戦略、こちらにおきましては、

農林水産業において、平成25年を基準として、

化石燃料の燃焼によるＣＯ２の排出量というの

を令和12年までに10.6％削減をすると、令和32

年までに新技術も含めて、活用して、ＣＯ２排

出をゼロとするという目標を国のほうで掲げて

おります。そのために、省エネや環境保全の個

別の指標も掲げているところでございます。

農政水産部としましては、こうした国の中長

期的な目標も意識した上で、グリーン成長プロ

ジェクトにおいて、先ほども御説明しましたけ

れども、指標等も掲げております。

例えば、６ページのほうを御覧いただきます

と、施設園芸における化石燃料の使用料の低減

について、令和８年度までに５％減らすという

ような目標も掲げております。

省エネ資材や省エネ機器の導入、あとは地域

支援の有効活用といった取組を着実に進めて、

県のカーボンニュートラルの目標達成に寄与し

ていきたいと考えております。

○岩切委員 カーボンニュートラルに向けて、

農業分野も寄与していこうという方向性は理解

しておりますし、御尽力いただいているんです

けれども、具体的に、この粗飼料自給率が、化

石燃料という話のものと同時に、このような数

字の中で、最終的に18％、農業分野は12.2％と

いう数字も環境基本計画の中にはあるみたいで

す。その数字がこのようになっていくというも

のがおありなのかなと思ったんですけれど

も、2050年にイーブンになっていったときに、

ほかの分野が貢献していて、実は農業分野は貢

献していませんという結論になるのか、特に農

業分野が貢献しているのだというようなことに

なるのかでは、全然評価が違ってくると思いま

すが、そのあたりについて考えなくてもよろし

いのでしょうか。

○原田農政企画課長 今、委員からありました、

御懸念のとおり、ほかの分野が頑張って、農水

産業分野がそれにカバーされているというよう

な状況というのは、我々としても本意ではござ

いませんので、農水産業分野でもしっかり取り

組んでいきたいと思います。そのための目標的

な数値ということにつきましても、環境森林部

とまた連携をしまして、農水産業分野でどういっ

た目標が必要かというところについて議論して

いきたいと考えております。

○日髙利夫委員 ７ページにもう１回戻っても

らいたいんですが、そもそもの話で大変申し訳

ないのですが、私はハウス農家の息子なので、

キュウリとニラをやっていました。このハウス

ですが、ビニールハウスに重油をたいて、暖房

までして、それで生計を立てているわけです。

これは、世界から見たら、こういう農業のやり

方で生計を立てているようなところって日本以

外にもあるのでしょうか。イメージ的には、関

東から南ぐらいまでですよね。雪国では多分成

り立たないだろうし、そうなったときに、この

広い世界で日本がこれだけ重油をたきながら、

季節以外に無理やりに野菜を作って、それでな

りわいを立てている私たちの農業というのは、

世界から見たらどうなのかというのはわかりま
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すでしょうか。

○白石農産園芸課長 世界の状況を十分承知し

ておりませんけれども、施設園芸の世界で、日

本がベンチマークにしているのはオランダでご

ざいまして、オランダの高度環境制御を用いて

収量をかなり上げていく取組を、以前から取り

組んでおりました。

○日髙利夫委員 ハウスでですか。

○白石農産園芸課長 これはハウスでございま

す。なので同様もしくは、もう少し先進的な取

組が進んでおります。その仕組みも参考にしな

がら、高知県ですとか宮崎県で施設園芸のデジ

タル化のプロジェクトを進めております。この

多段サーモや二重被覆など、高度環境制御装置

も同様の考え方でございます。ですので、オラ

ンダ等では行われておりますし、韓国等でも、

日本にパプリカが大分輸入されておりますけれ

ども、一時期、国の施策で園芸ハウスを建てま

して、同様の施設園芸が行われていると認識を

しております。

○日髙利夫委員 オランダですね。カリフォル

ニアであれば花ですよね。これは一つが１ヘク

タール以上あるような大きなハウスで行われて

います。重油をたくということを考えたときに、

将来心配だなという気持ちになるわけで、特に

宮崎県は、これがなくなったらもう大変なこと

になる。それを考えたときに、その分野の中で、

ハウスの出すＣＯ２は一体どのくらいの割合を

占めるのかというのが分かって、大したことな

いのであれば、そんなに問題じゃないなという

のもあるのですけれども。

どっちにしても重油をたかないとハウス農家

は生産できないということは、─さっき言っ

たヒートポンプ160万というのは電気なのですか

ね。

○白石農産園芸課長 ヒートポンプは電気です。

○日髙利夫委員 電気ですよね。その重油から、

省エネ事例というのが左下に３つ書いてありま

すけれども、設備投資の中でここに行くという

のはなかなか難しいと思うのですよね。ですか

ら、例えば、ヒートポンプを10年間使ったらこ

れだけかかって、今の重油でいったらこれだけ

かかって、プラマイで農家はこれだけマイナス

になりますよ、プラスになりますよとか、その

ような指標が出てくると判断しやすいと思うの

で、その辺はいつかどこかの時点でしっかりと

まとめて、比較ができるような資料をいただき

たいなとは思います。

重油については、農協がほとんど持っていま

すよね、農協が回ってきて入れてくれているわ

けですから、この重油と農協との問題というの

は切って離せないと思うのですが、例えば、７

ページの左下、省エネの事例１、２、３ですが、

これは、ＪＡはこの事業の中でこういうのに参

入するんですかね。というのも、ＪＡは重油を

売り上げて何ぼというのもあるわけで、そこに

いろいろな新しい方法で、ＪＡ以外のところが

入ってきたときに、競合してしまうというのが

あると思うのですが、心配するのは、今までＪ

Ａが手立てをしてくれたいたから、農家も心配

せずにやってくれていたけれども、いろんなと

ころでこの重油の問題や、将来的なＣＯ２の問

題などということになったときに、ハウス農家

も考えないといけないのかなということは、こ

れはもう国や県、市町村が方針ということで、

決めなくてはいけないということなのかと思い

ます。心配するのはＪＡと、このような新しい

事例の民間企業が入ってきたときに、ＪＡとし

ては、それを奪われたくないのではないかと思

うのです。この燃料、重油に対するＪＡの方針
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と、国、県のこの方針というのは、ちゃんとマッ

チングしているのかどうかを確認させてくださ

い。

○白石農産園芸課長 回答にならないかもしれ

ませんけれども、先日、ＪＡ西都の営農部長さ

んとお話をさせていただいたときに、20年で、

農協の重油の販売額が３分の１になったという

話をされていました。昔は保温施設や、ここで

書いているような、①から③までの施設がない、

面積も少し多かったであろう中で、随分耐えて

おりましたので、相当使っていたんだろうと思

います。

その中で話したときには、農協としては、農

家が最終的に利益が出る方向であれば、それは

いいんだというようなお話も伺いました。基本

は、共生の考え方に基づく農業協同組合でござ

いますので、最終的に農家の所得が上がるよう

な方向での取組であれば問題ないというふうに

考えておりますし、ここに事例として載せさせ

ていただいているものの推進につきましては、

ＪＡグループと一緒になって推進をしていると

ころでございます。

○日髙利夫委員 ＪＡも統合ということで、こ

れから新しいＪＡの道がどのような方向で行く

のか、模索中で大変だろうと思うのですが、現

場の声を聞くと、結局、燃料の問題は分かるけ

れども、農協との関係を切って離すことはでき

ないというのもあると思います。どこかの企業

だったのですが、電力を夜間の安いときに蓄積

すればもっと安くなるんだよと、そういう技術

を考えたけれども、農協との考え方の違いがあっ

たりしたとき、うちの重油はどうなるのですか

というような、本当に切羽詰まった話になるわ

けですよね。ですからＪＡというのは地域にな

くてはならない組織であるということは、今後

も変わらないと思うので。ただ、ＪＡとしても

生き残りをかけて、統合するわけですから、い

ろんな形で改善、改革はやっていくと思います。

そこ辺を、今、言われたように、農家のために

なることであれば、ＪＡも改善をしていくいい

チャンスの時期に来ていると思いますので、ぜ

ひしっかりと連携して、宮崎県が、ＪＡと自治

体との全国のモデルというのを考えていってほ

しいなと思います。よろしくお願いしておきま

す。

○安田委員長 よろしいでしょうか。ほかにな

いでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○安田委員長 クレジット制度の認証というの

が一番難しいところでありまして、これを分か

りやすくしてもらいたいなというのが委員の気

持ちですので、どうぞよろしくお願いいたしま

す。

それでは、ないようでありますので、これで

終わりたいと思います。

執行部の皆さん、ありがとうございました。

暫時休憩いたします。

午前11時16分休憩

午前11時19分再開

○安田委員長 委員会を再開いたします。

協議事項１の県内調査についてであります。

まず、７月23日から24日実施予定の県南調査

について資料１を御覧ください。

前回、委員会におきまして、県内調査におき

ましては正副委員長に御一任いただきましたの

で、委員の御意見を踏まえ、行程案を作成いた

しました。

まず、７月23日は、宮崎ガス株式会社のエネ

ルギー会社における脱炭素に向けた取組とその

令和６年６月21日（金曜日）
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課題及び合成メタン等の研究について調査する

予定です。

午後は、温室効果ガスの再削減目標を策定し

た企業に国際認証「ＳＢＴ」を取得した高千穂

シラス株式会社における脱炭素、省エネの取組

についてや南国興産の畜産バイオマス発電や資

源循環に関する取組について調査する予定です。

翌24日は、串間市役所の風力発電の稼働状況

やエネルギー活用と最適化に関する市民への周

知について調査し、午後は、焼酎バイオエナジ

ー日南工場の焼酎かすを活用した取組や食物残

渣の再エネルギー化について調査する予定です。

続いて、８月６日から７日につきまして、県

北調査について資料２を御覧ください。

まず、８月６日、小丸川発電所の再生可能エ

ネルギーを活用した取組やそこを管理する九電

グループによる低炭素・脱炭素化の取組につい

て伺い、意見交換をしたいと思います。

午後は、日向市のブルーカーボンの取組につ

いて調査いたします。

翌７日は、延岡脱炭素エネルギーマネジメン

ト株式会社の脱炭素先行地域事業の取組につい

て視察いたします。

そして、午後は、二酸化炭素排出実質ゼロを

表明している新富町で県内初となるＥＶコミュ

ニティバス導入の課題や取組について伺います。

この案で準備して進めてよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○安田委員長 なお、諸般の事情により、行程

が変更になる場合がありますが、正副委員長に

御一任いただいてよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○安田委員長 次に、協議事項２、県外調査に

ついてです。

実施時期は、10月16日から18日の予定です。

調査先について、御意見、御要望があれば、お

伺いいたします。

暫時休憩いたします。

午前11時22分休憩

午前11時23分再開

○安田委員長 再開いたします。

特にないようですので、県外視察の内容につ

きましては、正副委員長に御一任をいただきた

いと存じますがよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○安田委員長 次に、協議事項３、次回の委員

会についてであります。

次回の委員会での執行部の説明内容などにつ

いて、御意見、御要望はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○安田委員長 最後に、協議事項４、その他で

何か皆様からないでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○安田委員長 次回の委員会は、７月18日木曜

日午前10時からを予定しておりますので、よろ

しくお願いいたします。

それでは、以上で本日の委員会を終了いたし

ます。

午前11時26分閉会
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